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日本におけるITの経済的効果とパラドクズ

原　田 野

　本稿の目的は，日本における企業レベルのパネルデータを用い，IT投資の経済的効果について定量

的に評価していくことにある．実証分析では，日本におけるITパラドクスはIT資本に関する限り
いまだに解消されたとは言い難いことが発見された．その一方で，IT労働力については，限界生産性

はマイナスであるものの，労働生産性の成長にはプラスの影響を及ぼしていることが確認された．本

稿では，この結果から得られるインプリケーションについても議論している．

1．はじめに

　近年，情報技術（IT）の発展，普及にはめざま

しいものがあり，企業経営においてもITをい

かに効率的かつ有効に活用するのかはきわめて

重要な課題になっている．社内的なイントラネ

ットの構築・データベースの共有はより効率的

な業務遂行を可能にしており，インターネット

の普及は，電子商取引やさまざまな新しいビジ

ネスモデルの展開を生み出している．こうした

ITの効果的・効率的な活用は，大企業のみな

らずベンチャー企業にとってもその市場でのパ

フォーマンスを左右するきわめて重要な課題に

なっているといっても過言ではない．

　しかしながら，ITの生産性上昇につながっ

たとする実証結果は，1990年代初めに至るまで

明確なかたちでは得られ，なかった．そこでは，

情報化投資（以下，IT投資）はむしろ経済成長

にマイナスであるかあるいはせいぜいのところ

ごくわずかな成長しかもたらさないということ

が明らかにされてきた．これらの結果は，IT

の生産性パラドクス（以下，ITパラドクス）と

呼ばれ，長く議論の対象となってきたのである

（Loveman（1988）；Berndt，　Morrlson　and

Rosenblum（1992）；Morrison　and　Berndt
（1991））．

　このような議論に対し，1990年代前半の米国

データを扱った実証研究ではIT投資の経済的

効果が確認され，ITパラドクスが解消したと

する結果が報告されている（Brynjolfsson　and

Hitt（1995，1996）；Lichtenberg（1995））．こう

した見解は1990年代後半の米国を対象とした

実証研究でも支持されており（Oliner　and　Si－

chel（2000）；Jorgenson　and　Stiroh（2000）），　し、

まや米国ではITパラドクスは解消したという

合意が学老や実務家の間では得られているよう

に思われる．

　ただし，このITパラドクスの解消は，あく

までも米国経済を対象にしたものであり，それ

が日本で成り立つのかどうかについては現段階

では合意が得られているわけではない．そもそ

も日本におけるIT投資の経済的効果に関する

実証分析は数少なく，ITの重要性を指摘する

議論の多くは，米国の先行事例や日本企業の特

定の事例に依拠したものであるにすぎない．も

ちろん，このような事例研究は重要であるが，

その一方で日本企業の全体的な傾向を示す定量

的な分析が必要である．

　本稿の目的は，日本における企業レベルのパ

ネルデータを用い，IT投資の経済的効果につ

いて定量的に評価していくことにある．後述す

るように，過去の日本経済を対象にしたITの

経済的効果に関する定量的研究は，マクロデー

タに依拠したものであるか，あるいは標本抽出

にやや偏りが見られる企業データを使用したも

のである．いずれの場合も日本におけるITの
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経済的効果のスタイライズド・ファクトを確立

しているとは言い難いのが実情である．それに

対して，本稿では標本抽出において偏りが少な

く，先行研究と比較してより体系的な企業レベ

ルのパネルデータを用いた実証分析を実施して

いく．ここでは，企業レベルでの生産関数及び

成長会計の推計を試み，それによってIT投資

の経済的効果が統計的に有意なものであるかど

うかについて明らかにすることに主眼をおいて

いる．

　本稿の構成は次の通りである．第2節では，

ITパラドクスに関する過去の実証研究を簡単

にレビューし，ITパラドクスとはどのような

現象を指し，どのような場合にそれが解消され

たと判断されてきたのかについて特定する．第

3節では，本稿で用いる実証モデル，実証に使用

するデータ及びその構築方法について記述する．

第4節では実証結果及びその解釈を報告する．

2．関連研究のレビュー

　ITパラドクスとは日常生活で実感されるコ

ンピュータの普及やその恩恵がマクロの生産性

統計上に反映されていない現象を指す1）．この

ようなITに関する悲観的な実証結果は，主に

1980年代の米国経済を対象にしたものである．

これらの研究の嗜矢となったのは，Loveman

（1988）による実証分析だ，Lovelnanは，フォ

ーチュン500社のうち約20社の製造企業から

抽出した約60の事業体を対象とした実証を行

った．そこでは，労働，非IT資本，　IT資本か

らなるコブ・ダグラス型生産関数をもとにした

モデルの推計が行われており，IT資本係数の

推定値はきわめて低く，場合によってはマイナ

スの値をとることが報告されている．

　Berndt，　Morrison　and　Rosenblum（1992）で

は，1968年から1986年までの期間を対象とし

て，コンピュータ，コミュニケーション関連設

備，科学機器，コピー機からなるハイテク資本

ストックと総資本ストックとの比率を各産業

（産業標準分類の2桁レベルで製造業に属する

もの）ごとに推計した．そして，全体的にこの

比率の上昇は，労働生産性の向上とは負の相関
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関係があるということが発見されている．

Morrison　and　Berndt（1991）も同様のデータを

用いて，1986年時点では，ITを含むハイテク資

本の限界生産性はその限界費用を下回っており，

過剰投資が生じたことになると結論づけている．

　このように，1980年代から1990年代初めに

かけての米国においては，ITに代表されるハ

イテク資本投資は生産性の上昇にはあまり積極

的には貢献しておらず，むしろ過剰投資による

マイナスの効果が見られるという実証結果が得

られたのである．

　その後，1990年代に入り，米国経済は成長局

面に転じ，その際，IT投資が決定的に重要な役

割を果たしたという議論が盛んになった．それ

を実証したものとして，Brynjolfsson　and　Hitt

（1996）をあげることができる．この実証分析で

は，1987年から1991年にかけての367社の米

国企業による情報化投資データを使用し，企業

レベルでの生産関数の推計が行われている．そ

の結果によると，情報化投資は企業のアウトプ

ットに統計的に有意な影響を与えており，コン

ピュータ資本の限界生産性は81％にものぼる

ことが明らかにされている．その限界生産性は，

少なくとも他の資本の限界生産性と同じくらい

かそれを上回っており，IT関連業務に従事す

る従業員（IS従業員）とそれ以外の従業員（非

IS従業員）を比較した場合にも，　IS従業員の生

産性は非IS従業員よりも高いことが発見され

ている．この結果をもってBrynjolfsson　and

HittはITパラドクスは1991年までには解消

したと結論づけている．

　この実証研究は，主に生産関数を推計するこ

とにより得られる限界生産性の推定値をもとに

ITパラドクスの有無が検討されている．　Lich－

tenberg（1995）では同じデータを用いた追試を

試み，この点をさらに厳密に追求している．具

体的には，IT資本の限界生産性が資本のそれ

よりも超過しているかどうかを統計的に検定し，

超過リターンの存在を確認することでITパラ

ドクスの解消と結論づけている．

　一方，1990年代後半の米国経済のマクロデー

タを成長会計のアプローチによって検討したも
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のとして，01iner　and　Sichel（2000），　Jorgen－

son　and　Stiroh（2000）を指摘することができる．

1996年～1999年における労働生産性成長率に

対するIT資本深化の貢献度は，　Oliner　and

Sichel（2000）で0．96％，アウトプット成長率へ

のIT資本の寄与は，　Jorgenson　and　Stiroh

（2000）で0．80％となっている2）．いずれの場合

も，IT資本のプラスの貢献が限定的ではある

けれども確認されている．ただし，Kiley
（1999）では，1985年～1998年の期間を対象に

した成長会計を試みており，アウトプット成長

率へのコンピュータ・ハードウェアの貢献度

は一〇．27％になっている．この研究では，コン

ピュータ投資に伴う調整コストを考慮に入れた

新たな成長会計モデルに依拠しているため異な

った結果になっている．しかし，少なくとも伝

統的な成長会計フレームワークにもとつく限り，

IT資本の労働生産性，アウトプット成長率へ

の寄与は限定的だけれどもポジティブな影響が

確認できるのである．

　同様に，伊藤（2001），Miyagawa砿　α1

（2002），元橋（2002）でも，生産要素の測定方法

等に相違はあるものの，同じく成長会計の手法

によって日本におけるIT資本の寄与度が部分

的に確認されている．伊藤（2001）では，アウト

プット成長率へのIT資本の寄与は80年代前

半が0．5％と最も大きく，90年代に入ってから

は0．2％へと鈍化したことが報告されている．

Miyagawa紘α1（2002）でも傾向としては類似

しており，IT資本深化の労働生産性向上への

影響は，1980年代前半，後半が各・々0．9％，1．0

％と大きく，1990年代は前半，後半ともに0．3

％に下がっている3）．一方，元橋（2002）ではア

ウトプット成長率へのIT資本の寄与度は，

1980年代前半，後半で各々，03％，0．4％，1990

年代前半，後半で各々，0．2％，0．5％となってお

り，1990年代前半には一時落ち込んでいるもの

の，1990年代後半にはピークになっていること

が報告されている．

　これらの日本を対象とした先行研究では，①

IT資本の寄与は米国と比較して1990年代に入

り落ち込んでいるが，②寄与度自体はプラスで
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あり，その一一方で，③寄与度の大きさは1990年

代後半では米国の約半分からそれ以下の水準で

しかない，という点で共通している．したがっ

て，1990年代後半の日本におけるIT投資の経

済的効果は米国よりも劣っているけれども，IT

資本の寄与がプラスで確認されているため，IT

パラドクスは解消されていると結論づけること

もできるだろう．

　以上のことから，過去の実証研究では，ITパ

ラドクスの検討に際して，①生産関数の限界生

産性の推計に依拠した超過リターンの統計的検

定，②成長会計によるIT資本貢献度の算出，

という2つのアプローチが取られていることが

確認できる．本稿では，この両者のアプローチ

を採用しITパラドクスの有無について確認し

ていくことにしたい．特に，後者については成

長会計モデルの回帰分析を試みることによって，

IT資本の貢献度が統計的に有意なのか否かに

ついて検討していくことにする．

3．基本モデル

　本節では，日本におけるITパラドクスの有

無について実証するための，基本モデルとその

推定方法，実証に使用するデータ及びその構築

方法について詳述する．

3．1基本モデル

3．1．1　コブ・ダグラス型生産関数

　本稿では，ITパラドクスに関する過去の実

証研究との比較可能性を確保するため，まず，

生産関数アプローチによるITの経済的効果を

評価していくことにする．ここでは，次のコ

ブ・ダグラス型生産関数を定義する．

琉…・x・（Σδ」ノ：ゴ＋γ7ゴ）

舐1α払81，ごし魯，，θε‘・診．

（1）

ここで，A，｝知，瓦，ご，　C窮，五〇碗，　Ll碗は

各々，スケール・ファクター，企業ガの’時点

における付加価値，資本，IT資本，労働力，　IT

労働力であり，ゐ，ε猛は各々，企業ゴの属する
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業種を示す業種ダミー変数，測定誤差を表す誤

差項である．Tはトレンド変数であり，その係

数γは技術進歩率を示している．

　両辺を対数変換すると，

ln｝二，亡＝ln　A＋Σδ∬ゴ＋γT

　　　　　　　ゴ
　　　　＋βlln瓦ご＋一β21nCち、＋βBlnム〔雇，，　（2）

　　　　＋β41nL、，ど，ご＋εぽ，‘，

が得られる．この線形化した生産関数を回帰分

析することで各説明変数に対する係数，すなわ

ち弾力性を推計することができる．特に，IT

資本，IT労働力に関する弾力性を推計するこ

とがここでの目的となる．

3．1．2　成長会計モデル

　次に，成長会計によるIT投資の労働生産性

向上への貢献度を測定するための成長会計モデ

ルについて説明する．（2）について，時間に関

し微分すると，

K，ご＝ノ1＋β1κン，産＋β2Cご，‘＋β3五。，げ，‘

　　＋β4五1，げ，‘＋ξガ，亡，

が得られる．ここに，2≡∂θ／∂’，f≡｝ヲYであ

り，他の変数についても同様である．この生産

関数の一次同次性を仮定すると，この式は次の

ように変換することができる．

の（
　
の

　
頓

）
（
五
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が用いられることが多い．そのため，各生産要

素の労働生産性への貢献度は，統計的に検定さ

れているわけではない．確かに，生産関数の一

次同次性や要素市場の完全競争の仮定が成り立

つのであれば，この手続きに問題はないが，現

実的には，二三数値が要素シェアと一致してい

るという保証はない．

　また，（2）と（3）を個別に推計した場合，各係

数値が両者で一致する保証もない．というのも，

現実の生産関数がコブ・ダグラス型生産関数に

一致しているとは限らないからである．そこで

本稿では，（2）と（3）を個別に推計し，ITパラド

クスの有無について検討していくことにする．

3．2推定方法

　本稿では，企業レベルのパネルデータを取り

扱っているため，上記の回帰式を推計するため

には，企業固有の効果をコントロールする必要

がある．このような企業固有の影響については

主として2つのアプローチが可能である．1ρ

が固定効果モデル（fixed　effect　model）と呼ば

れるものであり，もう1つが変量効果モデル

（random　effect　model）である．いずれのモデ

ルが妥当なのかは，ハウスマン検定により判断

されることになる．

　以下では，上記モデル，（2），（3）に対してこ

れらの推計方法を適用することでITの経済的

効果について明らかにすることにしたい．ただ

し，上記の回帰式，なかでも（2）については，誤

差項の系列相関の可能性が指摘できるため，固

定効果モデル，変量効果モデルに誤差項がiid

ではなくAR1にしたがっているという仮定の

もとでの推計も併せて試みることにしたい．

この式の左辺は労働生産性の成長率であり，そ

れが右辺の全要素生産性，労働者一人当たりの

資本，IT資本，　IT労働力の成長率に分解され

ている．この成長会計アプローチでは，各生産

要素の各成長率が計算され，それに対応する係

数値を乗じることで労働生産性への貢献度が測

定される．

　この係数値は，通常，各生産要素への分配率

3．3　データ

3．3．1　データ構成

　本稿では，われわれが指定統計の目的外利用

申請を行い，許可のうえ提供を受けた経済産業

省「情報処理実態調査」のデータを用いてIT

投資の経済的効果について検討する．この情報

処理実態調査は，毎年，日本企業における情報

処理の実態を把握するために1969年から実施
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されているものである．日本で実施されている

同種の調査のなかでは，この情報処理実態調査

は最も大規模かつ体系的なものということがで

きるだろう．

　この調査のなかで本稿が活用するのは，1996

年～1999年における製造業，非製造業に属する

296社を対象としたアンバランス・パネルデー

タである4）．この調査では，毎年，約3500社程

度の企業からデータが収集されているが，本稿

では，①時系列データとしてできるだけ長い期

間入手可能であること，②財務データが入手可

能な上場企業であること，という制約から296

社に絞ることになった．そのため，標本抽出に

偏りがある可能性は否定しきれない．

　しかしながら，この情報処理実態調査では無

作為に抽出された企業を調査対象としており，

なおかつそこで識別された上場企業で時系列的

にフォローできるものはすべてデータセットに

含まれている．そのため，標本抽出における偏

りはある程度までは回避されているものと思わ

れる．もちろん，上場企業が対象となっている

ため，非上場企業と比較してIT投資の水準が

高めになっている可能性は否定できない．した

がって，本稿で使用するデータセットは非上場

企業を含めた日本企業全体を代表するものでは

ないかもしれないが，少なくとも上場企業の平

均的な姿を反映しているものと考えられる．

　以下では，IT投資に関する変数については

この情報処理実態調査，その他の変数は主とし

て日本政策投資銀行の2000年版企業財務デー

タバンクCD－ROMをデータソースとして活用

した．次に，本稿で使用する主変数の具体的な

構築方法について記述しよう．

3．3．2　各変数の構築

　まず，従属変数となる付加価値の算出につい

ては，日銀法に依拠した．具体的には，経常利

益・人件費・賃借料・金融費用・減価償却費・

租税公課を加算することで付加価値額を算出し

た．付加価値額の実質化に際しては，経済企画

庁r国民経済計算年報』から95年基準のGDP

デフレーターを用いた．
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　資本については，Brynjolfsson　and　Hitt

（1995）や松平（1998）の先行研究では，企業の有

形固定資産が用いられている．その実質化に関

しては，減価償却累計額から当期減価償却費を

除した数値で資本の平均経過年数を求め，その

時点に遡ったデフレーターが使用されている．

これは各企業が定額法で減価償却を行っている

ことを仮定したものであるが，それはいわば簡

便法であり，厳密には経済学的な意味での資本

の平均経過年数とは言えない．そこで，本稿で

は，紺屋・若杉（1980），得津。萩原（1992）にし

たがい，資本の平均経過年数を次のように算出

した．

　　　　ln｛κ馳／（κ脇＋CD⑳）｝
7ン1ご＝
　　　ln｛1－0のノ（κ朋ボ←CZ）θヵ）｝’

ここにんη物は’時点における有形固定資産

額，α）のは減価償却累計額，Dの，は’時点で

の減価償却額である．したがって，’一7｝蛋時

点におけるデフレーターを用いて有形固定資産

を実質化すれば純資本ストック，S，が算出さ

れることになる．本稿では，有形固定資産額か

ら土地，建設仮勘定を控除したものをκπ陽に

用いた．これは，土地，建設仮勘定が直接生産

に関係をもたないものと考えられるからである．

また，デフレーターとしては，上記の『国民経

済計算年報』における民間設備デフレーター

（95年基準）を使用した．

　このようにして算出した資本は，正確には資

本ストックに該当するが，生産関数における要

素投入量は，厳密にはストックではなくそこか

ら発生するフローである．そこで，Jorgenson

and　Stiroh（2000）にしたがい，’時点の資本サ

ービス投入量，凡を次式により算出した．

　　S二十＆一1
κ‘＝
　　　　2

　ITについては，情報処理実態調査のなかの

情報処理関連諸経費に記載されているデータを

用いた．ただし，このデータは，各企業が保有
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するコンピュータの資産額を示すものではなく，

各年度におけるIT関連予算である．　Brynlolf－

sson　and　Hitt（1995）やLichtenberg（1995）は，

企業が保有するコンピュータの総資産額を実質

化することでIT資本を算出しているが，ここ

ではその手法を踏襲することはできない．しか

し，その一方で，保有するコンピュータの総資

産のみでは，IT資本のサービス投入量を正確

に測定することができないのもまた事実である．

たとえば，Lichtenberg（1995）は，　Infor－

mationweekとComputerworldという米国の

雑誌が各々，独自に調査した米国企業のコンピ

ュー ^資産額とIT予算額を比較している．こ

れらの調査で同時に調査対象となっている企業

のコンピュータ資産額とIT予算額を相互に比

較したところ，前者の相関は55％程度とあま

り高いものではない一方，IT予算額では85％

～94％と非常に高い相関関係が存在すること

が報告されている．したがって，データの信頼

性の点で疑問の余地があるコンピュータ資産額

ではなく，IT予算額に依拠したIT資本サービ

ス投入量を構築した方がより正確な実態把握が

可能になるものと推測される．具体的には，こ

のIT資本サービス投入量は，　IT予算額をIT

資本のレンタル価格で実質化することで算出す

ることができる．このレンタル価格は次のよう

に定式化することができる5）．

／）ピ＝η（～オ＿1十μ（1亡一（（1オー（1‘＿1）．　　　（4）

ここでかはIT資本のレンタル価格，ηは’

時点での利子率，μは償却率，のは’時点での

IT資本価格である6）．

　このIT資本サービスが8種類の異なった資

本サービスから構成されるとすると，各サービ

ス投入量は，

C厩・」Bん，ノPん，直（1z＝　1，，．．∫）， （5）

と表される．ここで，C婦は乃タイプのIT資

本の’時点でのサービス投入量，B彫は’時点

でぬタイプのIT資本に支出された額，　P瞬は

研　　究

’時点，ぬタイプのIT資本のレンタル価格で

ある．

　情報処理実態調査では，IT予算として，ハー

ドウェア関連予算，ソフトウェア関連予算，通

信関連費用などがある．このなかでハードウェ

ア関連予算については，日本銀行「卸売物価指

数』の電子計算機本体・同付属装置の価格指数，

ソフトウェア関連予算，通信関連費用について

は各々，r企業向けサービス価格指数』のソフト

ウェア開発，データ伝送の価格指数を用いた．

これらの価格指数はいずれも95年基準である．

これらを用いて，（4）のレンタル価格を計算し，

（5）から各IT資本のサービス投入量を求めた．

なお，ハードウェア関連予算では，レンタル／

リース分が含まれているが，先行研究との整合

性のため，自己所有分の予算にのみ限定し，レ

ンタル／リース分は除外した．このようにして

ハードウェア，ソフトウェア，通信，という3

種類のIT資本サービス投入量を算出した．

　さらに，これらのサービス量を集計したIT

資本サービス投入量も併せて算出した．具体的

には，

　　　　　　　　　　ヨ　　　　　　　α＝Σs履α，f，　　　　（6）
　　　　　　　　　ん＝1

によって集計化した．ここに，S奴はぬタイプ

の要素シェアである．

　なお，資本サービス投入量を算出する際に利

用した資本ストックは，ここで述べたIT資本

をも含んでいるため，そこからIT資本分を控

除しなけれ．ば二重計算となる．しかし，本稿で

用いるIT資本とはストックではなくサービス

投入量になっているため，単純にこれを差し引

くことはできない．財務諸表に有形固定資産と

して計上されるIT資本分は，自己保有のハー

ドウェアに限定され．るため，ハードウェア関連

予算の減価償却費を6倍した値を差し引くこと

にした．これは，使用するデータ対象期間にお

けるパソコン等の電子計算機の法定耐用年数が

6年であることを考慮したものである7＞．

　IT労働力は，情報処理実態調査から得られ

る情報システム部門等に所属する情報処理要員

（データ入力者，オペレーター，プログラマー，
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表1．平均値・標準偏差（1997年～1999年）　　　　　飲料飼料製造業，繊維工業・衣服・その他の繊

　変数　　　全産業　製造業　非製造業　　　　維製品製造業，パルプ・紙・紙加工品製造業，

付加価値（V）

資本（κ）

労働力（五。）

IT労働力（ム1）

IT資本（C）

ハードウエア

ソフトウェア

通信

70235．4　　　57688．1　　125885．0

（206019）　　（144049）　　（343012）

91616．9　　　49580．6　　253018．0

（585046）　　（126289）　（1159920）

　4001．5　　　　423L9　　　　4197．5

（8017）　　　　（9316）　　　　（6386）

　88．1　　　　　　76．9　　　　　　65．4

　（192）　　　　　（184）　　　　　（139）

　3297．4　　　　2168．5　　　　5139．3

（9075＞　　　　（7442）　　　（11000）

　3329．0　　　　2252．5　　　　2705．6

（10095）　　　（10122）　　　　（6955）

　30949　　　　2003．9　　　　4622．2

（9698）　　　　（6062）　　　（15151）

　794．9　　　　　617．8　　　　　789．8

（2653）　　　　（2858）　　　　（2337）

注）　表における数値は平均値，括弧内の数値は標準

　偏差を示す．

　労働力，IT労働力の単位は人数である．

　その他の変数は，すべて1995年を基準に実質

　化したものであり，単位は100万円である．

SE，ネットワーク管理者等）の数である．ここ

では，専従者と外部からの派遣要員の合計人数

を用いた．労働力については，企業の総従業者

数から，上記の情報処理要員のうち専従者数を

差し引いた人数を使用した．

　その他の説明変数として，時間と業種別影響

をコントロールするため，各々トレンド変数，

業種ダミー変数を用いた．トレンド変数は，

1996年を1としている．

　業種ダミー変数は，日本標準産業分類に準拠

するものであり，具体的には，食料品製造業・

25

化学工業，窯業・ガラス・土石製品製造業，鉄

鋼業，非鉄金属・金属製品製造業，一般機械器

具製造業，電気機械器具製造業，輸送用機械器

具製造業，精密機械器具製造業，その他の製造

業，建設業，新聞・出版・印刷・同関連産業，

電気・ガス・熱供給・水道業，運輸・倉庫業，

放送・通信業，卸売・商社業，小売業，情報サ

ービス・調査業・広告業，その他の非製造業で

ある．この産業分類は，情報処理実態調査で活

用されているものである．

　なお，本稿で使用する各変数の平均値，標準

偏差は表1に示されている．また，1997年

～1999年中付加価値，各生産要素の分布につい

ては図1～図3に図示されている．これらの図

からは，付加価値の増加にしたがって資本，労

働力は増加傾向を示しているが，IT労働力，

IT資本に関しては増加の傾きがやや緩やかに

なっていることが分かる．また，IT労働力，

IT資本の変動は，各々，労働，資本よりも大き

いという印象を受ける．つまり，IT労働力，

IT資本は他の生産要素ほどには安定的な増加

傾向を示していないことが読み取れるのである．

図1．付加価値と生産要素の分布（1997年）

4．分析
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　本節では，上記データを用いた実証分析結果

について報告する．ここでの従属変数は，各企

業の付加価値であり，説明変数は，スケール・

　　　　　　　　　　　　ファクター（定数項），

　　　　　　　　　　　　資本，ハードウエア，

　ミ

嶽鰯酵
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ソフトウェア，通信，

労働力，IT労働力，

トレンド変数，業種

ダミー変数である．

言うまでもなく，こ

こでは資本，各IT

資本はすべてサービ

ス投入量を用いてい

る．ただし，固定効

果モデルでは，スケ

ーノレ・ファクター，



306

25

20

@
　
　
1
5
　
　
　
1
0
　
　
　
5

（
麟
較
）
裸
駆
遡
葛
・
単
寧
轟
‡

　　　　　　　経　　済　　研　　究

図2．付加価値と生産要素（1998年）
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図3．付加価値と生産要素（1999年）
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業種ダミーは消去されるために説明変数には加

えられないことになる．

　以下では，（2）の生産関数の推計結果を報告

し，次に，（3）の成長会計モデルの推計結果を述

べる．その後，推定結果の解釈を行うことにし

よう．

4．1推定結果

4．1．1　コブ・ダグラス型生産関数の推計

　表2は（2）のコブ・ダグラス型生産関数に関

するパネル（AR1）推計結果である．ハウスマ

ン検定の結果，すべての固定効果モデルは棄却

され，変量効果モデルが採用され，た．

　ここで推計されたモデルは，決定係数が30％

程度になっており，それなりの説明力をもって

いるものと考えられる．カイニ乗値も高い値を

取っていることが分

かる．資本，労働力，

IT労働力，各IT資

本を含めた生産要素

弾力性の合計値はす

べて0．8程度であり，

生産関数が収穫逓減

を示しているものと

解釈できる．実際，

すべてのモデルでこ

の合計値が0，また

は1に等しいとする

二二仮説は棄却され

た．

　この結果によると，

資本，労働力につい

てはすべてプラスで

有意になっているが，

IT労働力はすべて

マイナスで有意な結

果になっている．

IT資本に関しては，

有意な影響は見られ

ない．われわれは，

IT資本，　IT労働力

の超過リターンの有

無についても検討したところ，IT資本につい

ては超過リターンは確認されず，IT労働力に

関しては負のリターン，すなわち労働力に超過

リターンが確認されるという結果になった8）．

　表3は，誤差項がiidにしたがっているとい

う仮定のもとでパネル推計した結果である．こ

こでも表2とほぼ同様の結果が得られているこ

とが分かる．超過リターンについても同様の結

果が得られ，た．このことから，ITパラドクス

については，生産関数の弾性値という点におい

てはいまだ解消されていないということがここ

から結論づけることができるだろう．

4．1．2　成長会計モデルの推計

　次に，成長会計にもとつくIT労働力，　IT資

本の労働生産性向上への貢献度について検討す
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表2．コブ・ダグラス型生産関数のパネル推計結果（ARI）
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（1） （2） （3） （4） （5）

資本（κ）

労働力（五。）

IT労働力（ム1）

（IT資本）

ハー hウエア

ソフトウェア

通信

IT資本（C）

0598串＊零　　　　0．597孝零牟　　　　0．596事＊寧

（0．071）　　　　　（0．071）　　　　　（0．071）

0．517率事串　　　　0．539＊＊窄　　　　0．527串零率

（O．164）　　　　　（0．166）　　　　　（0．165）

一〇．358皐掌準　　　一〇．319寧寧　　　一〇．331富購

（0ユ39）　　　　　（0．137）　　　　　（0，137）

0．028

（0．037）

一〇．014

（0．027）

一〇．001

（0．032）

0．496串率＊　　　　0．599寧宰奉

（0．075）　　　　　（0．071）

0．591＊寧拳　　　　0．533零串＊

（0．187）　　　　　（0．166）

一〇．454廓＊宰　　一〇．345事＊

（0．151）　　　　　（0．140）

0．115

（0．114）

0．037

（0．040）

一〇．020

（0．029）

一〇．004

（0．034）

係数合計値　　　　　　0．785

ハウスマン検定　　　　9．43

P値　　　　　　　　0．093

Fixed　or　Random　　変量効果

五12　　　　　　　　　　0．309

2ご2　　　　　　　　　　　　　　　　327．03

Baltagi－Wu　LBI　　2．737

　0．801　　　　　　0．790

　9．57　　　　　　　9．46

　0．088　　　　　　　0．092

変量効果　　変量効果

　03⑪9　　　　　　　0．309

326．91　　　　　　326．1

　2．737　　　　　　　2．737

　0．747　　　　　　　0．800

　922　　　　　　　9．63

0．101　　　　　　　0．211

変量効果　　変量効果

0．296　　　　　　　0．310

304．68　　　　　　327．94

2．734　　　　　　　2．737

注）従属変数は対数表示の付加価値．トレンド変数については報告を省略している．

　括弧内は標準誤差を示す．固定効果／変量効果モデルの選択は，5％基準にて選択．

　ρ値に関しては，すべて両側検定にもとづいて算出している．

　＊　　ρ＜0，1　　　＊＊　　〆）く0，05　　　　寧零噛　　ρ＜0．01　　　／V＝1032，

産関数ではマイナスで有意

な弾性値を取っていたのに

対し，ここではプラスで有

意な貢献度が見られること

が読み取れる．

　したがって，成長会計に

よるIT資本の貢献度の算

出において，そもそも前提

となる要素シェアの妥当性

自体がここでは問われるこ

とになる．労働生産性の成

長率をデータによって説明

する場合，IT労働力につ

いてはプラスの影響が見ら

れるものの，IT資本はほ

とんど説明力を持たない結

果になったのである．した

がって，ここでも，ITパラ

ドクスが解消されたと結論

づけることはできないので

ある．

ることにしよう．通常，このような貢献度は要

素シェアに生産要素の成長率を掛け合わせるこ

とで求められる．この手続きが正当化されるの

は，生産関数が一次同次であり，なおかつ要素

市場において完全競争が成り立つ場合である．

もちろん，そのような条件が満たされていない

としても，一次的な近似としてこの成長会計は

意味があると考えられる．しかし，それ以外の

アプローチによって各生産要素の貢献度を評価

することも重要である．ここでは，上述のよう

に，要素シェアに該当する数値を回帰分析によ

って推計する，それによって，各生産要素の成

長率が労働生産性の成長率にどの程度貢献して

いるのかを事後的に評価することが可能になる．

表4はその回帰分析の結果である9）．

　表4によれば，通信サービス投入量の成長率

についてはプラスの効果が見られるが，それ以

外のIT資本サービスについては集計値も含め

て有意な影響は認められないことが分かる．一

方，IT労働力に関しては，コブ・ダグラス型生

4．2　推定結果の解釈

4．2．11Tパラドクスの存在

　上記の分析結果から，日本における先行研究

とは異なり，日本企業においてITパラドクス

が完全に解消されたとは言い難いということが

できるだろう．ここではなぜITパラドクスが

いまだに日本では解消されていないのかについ

て，さらに検討していくことにする．

　第1に，先行研究では，生産関数の実証分析

に関する限り，IT労働力とIT資本を明確に区

別してその影響を同時に推計したものは，われ

われの知る限り存在していない10）．先行研究で

は，IT労働力を人件費で計上してIT資本額に

加算して使用されている．しかし，労働力と資

本は元来，異質な生産要素であり，これらを合

算するのではなく，別々にその影響を測定する

ことが必要である．このような措置がなされた

場合にも，先行研究のデータベースにおいて，

依然としてITの経済的効果が顕著に見られる

のか否かについては興味のあるところである．
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表3．コブ・ダグラス型生産関数のパネル推計結果（iid）

（1） （2） （3） （4） （5）

資本（K）

労働力（Lo）

IT労働力（L、）

（IT資本）

ハードウエア

ソフトウェア

通信

IT資本（C）

　0．606翠巾寮　　　　0．605寧波串　　　　　0，605串串電

（0．073）　　　　　（0．073）　　　　　　（0．074）

　0．519玉串串　　　　0．539象廓串　　　　　0．528串串串

（0．169）　　　　　（0．170）　　　　　　（0．169）

一〇．370車窄寧　　一〇．333寧摩　　　　一〇．344零專

（0．142）　　　　　（0ユ39）　　　　　　（0ユ40）

0．028

（0．038）

一〇．013

（0．027）

一5．21E－05

（0．032）

0．500事亀零　　　　0．608零串零

（0．079）　　　　　（0．074）

　0．593串寧寮　　　　0．534寧寧串

（0．193）　　　　　（0．171）

一〇．462＊宰寧　　一〇358ホ率

（0ユ53）　　　　　（0．143）

0．115

（0。116）

　0．036・

（0．040）

一〇．019

（0．029）

一〇，003

（0．035）

係数合計値

ハウスマン検定

P値
Fixed　or　Random
R2

κ2

　0．783　　　　　　　0．799　　　　　　　0，788

　4，5　　　　　　　　4．97　　　　　　　　4。54

　0．480　　　　　　　0．419　　　　　　　　0．474

変量効果　　変量効果　　変量効果
　0．309　　　　　　　0309　　　　　　　0．309

309．49　　　　　　309．24　　　　　　　308．57

　0。746　　　　　　　0．797

　5．28　　　　　　　5．17

　0．3825　　　　　0．6396

変量効果　　変量効果

　0296　　　　　　0．310

283．72　　　　　309．58

注）　従属変数は対数表示の付加価値．トレンド変数については報告を省略している．

　　括弧内は標準誤差を示す．固定効果／変量効果モデルの選択は，5％基準にて選択．

　　ρ値に関しては，すべて両側検定にもとづいて算出している．

　　寧　　ρ＜G．1　　　寮申　　ρ＜0．05　　　寧専寧　　ヵ＜0．01　　　1＞＝1032，

表4．成長会計モデルのパネル推計結果

　第2に，先行研究では成

長会計におけるIT資本の

貢献度は，生産要素シェア

をベースに計算されている．

それによると，日本のIT

資本またはIT資本深化に

よるアウトプット成長率，

労働生産性向上への貢献度

は，米国には劣るもののあ

る程度までは確認されてい

る．しかし，そもそも要素

シェアの数値自体が妥当な

のかどうかについても検討

されなければならない．要

素シェアは定義上必ずプラ

スの値を取り，しかもIT

投資が伸びている状況下で

は，労働生産性への貢献度

はある程度までは認められ

ることになる．しかし，上

記の結果では，要素シェア

（1） （2）

資本成長率

IT労働力成長率

（IT資本）

ハードウエア成長率

ソフトウェア成長率

通信成長率

IT資本成長率

0．045事喰＊　　　　0．527購＊寧

（0．016）　　　　　（0．050）

0．111宰寧日　　　　0．061寧零＊

（0．022）　　　（0．022）

一〇．014

（0．013）

　0．014

（0，011）

　0．060串寧零

（0．016）

0．015

（0．014）

ハウスマン検定

P値
Fixed　or　Random

R2

π2

2．69

0．748

変量効果

0．079

58．63

　5．17

　0．6396

変量効果

　0310

309．58

注）　括弧内は標準誤差を示す。固定効果／変量

　　効果モデルの選択は，5％基準にて選択．

　　ヵ値に関しては，すべて両側検定にもとつい

　　て算出している．
　　串　　ρ〈0．1　　　　寧零　　ρく0．05　　　　離日串　　ρ〈0．Ol

　　／＞＝688．

を係数値として使用するという仮定を取り外し，

データによって係数値を評価すればここでは何

ら影響を及ぼしていないことが明らかになった

のである．

　もちろん，ここでは，先行研究のようなマク

ロの集計値をデータとして使用しているのでは

なく，企業レベルのデータを用いているため，

単純な比較はできない．しかし，可能性として

指摘できるのは，マクロレベルのデータで，IT

資本深化の成長率が労働生産性向上にどの程度

の影響を与えているのかについて回帰分析した

場合，要素シェアとは異なった結果が得られる

可能性があるということである．こうした回帰

分析は先行研究では試みられていないように思

われる．その理由としては，ITパラドクスが

解消され，たとするのが1990年代に入ってから

であるため，マクロデータに依拠する限り，十

分なサンプル数が得られない点を指摘すること

ができるだろう．

　その点，本稿では企業レベルのパネルデータ

を使用しているため，1990年代後半において十
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分なサンプル数を確保することができている．

同様の推計が米国企業においても試みられるこ

とが望まれる．

　いずれにしても，ミクロレベルでの回帰分析

結果とマクロレベノレの成長会計の結果において，

共にIT労働力，　IT資本のプラスの影響が確認

されたとき，初めてITパラドクスが解消され

たと主張することができるのではないだろうか．

その意味では，いまだ日本においてITパラド

クスが解消されたと断定できる段階ではないと

言えるだろう．
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性は見られない．つまり，労働力との相対的な

比率としてのIT労働力を取り上げた場合，付

加価値とは相関していないのである．

　このことから示唆されるのは，中小規模の企

業でも大企業と遜色なくIT労働力が活用され

ており，IT労働力の比率が高い場合には，労働

生産性成長率も比較的高くなっているというこ

とではないだろうか．したがって，1990年代後

半においては，中小規模の企業においてIT労

働力が活用され，，それらの企業が比較的成長し

てきたと推測できるのである．

4．2．2　1丁労働力の影響

　一方，上記の推定結果から，IT労働力につい

ては対照的な結果が得られた．生産関数の弾性

値としてはマイナス，成長会計ではプラスの影

響が見られたのである．言うまでもなく，コ

ブ・ダグラス型生産関数が一次同次であれば両

者の値は一致することになる．しかし，一次同

次が成り立たない場合には理論的にも一致しな

いことになる．上記のコブ・ダグラス型生産関

数の推計結果においては，すべて一次同次性が

成立していなかったため，生産関数の推計結果

と成長会計モデルの推計結果が異なっているこ

とは整合的であると考えられる．

　しかし，ここではそのような理論的な整合性

自体を議論することよりも，この対照的な結果

のインプリケーションについて理解することの

方が重要であろう．結果が意味するところは，

他の生産要素の影響を排除した上では，①IT

労働力の限界生産性はマイナスであるが，②

IT労働力の伸び率が高い企業は，労働生産性

の成長率も高くなる，ということである．ここ

から解釈できるのは，IT労働力が中小規模の

企業において比較的活用されており，なおかつ，

こうした企業のなかでIT労働力を継続的に蓄

積している企業の労働生産性成長率が高いとい

うことになるのではないだろうかll）．

　たとえば，IT労働力と付加価値の相関を計

算すると，相関係数は18．8％で有意な結果にな

っているが，付加価値とIT労働力／労働力と

の相関係数は4．2％であり，もはや統計的有意

4．2．3　1T労働力の役割

　では，なぜこのIT労働力が労働生産性の向

上に寄与しているのだろうか．この点について

第1に指摘できるのは，既存のIT投資が成果

を生み出すためには，ITを使いこなすための

補完的能力が重要であることを指摘することが

できるだろう．この点に関して，Nishimura

砿α1（2000）では，IT資本と他の生産要素との

要素代替性について産業レベルのデータを用い

て実証分析を試みている．そこでは，IT資本

は生産労働に対して代替的な影響を及ぼしてお

り，IT供給セクターでもある電気機械産業で

は，非生産労働に対してもIT資本は1990年代

からは代替的なものに変わってきていることが

報告されている．つまり，IT資本は生産労働

力のみならず，事務・管理部門に労働力に対し

ても代替的なものになっているのである．

　IT資本の限界生産性が高まれば，当然なが

ら生産・非生産にかかわらず労働力，特に低技

能労働力については代替されていくものと推測

される．しかしながら，ITを使いこなす高技

能労働力やIT労働力についてはIT資本の限

界生産性が高まれ’ば高まるほど，その重要性は

増していくように思われる．たとえば，櫻井

（2000）では，コンピュータ投資比率が非生産労

働者の賃金シェア変化に大きな影響を与えてい

ることが報告されている。つまり，コンピュー

タ投資は非生産労働者に対する需要をシフトさ

せており，それが賃金上昇につながっているの

である．そこからITスキル偏向的技術進歩の
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なかでは，それを使いこなす人材の重要性が示

唆されるだろう．本稿では，労働力という変数

からITを現場で使いこなしている人材を区別

していないが，厳密にはITを使いこなす労働

力とIT労働力に，　ITの補完的能力が蓄積され

ていると考えられるだろう12）．

　たとえば，造船の際に必要とされる「線状加

熱」の例をあげてみよう．線状加熱とは，高熱

を加えた鉄板が収縮する性質を利用して，船体

曲面部に使用する厚板を自在に曲げる作業のこ

とである．この線状加熱はきわめて高度な熟練

作業であり，造船業界ではこの作業を一通り覚

えるのに6年，熟練の域に到達するためには最

低でも十数年かかるといわれている．この熟練

を要する線状加熱をロボットによって代替させ

る試みが見られるようになった．たとえば，

NKKの津製作所では，熟練作業者が自らのノ

ウハウを数値データに置き換え，ロボットに入

力することによって線状加熱を自動化している．

そこでは，この作業を担当していた熟練作業者

がプログラマーと情報交換をしながら，自らの

ノウハウをルール化し，プログラム化していく

ことによって情報化・自動化が達成されていく

ことになったのである．つまり，熟練作業者の

もつノウハウとそれをITとして活用するため

のノウハウの2つが鍵になる．そして，こうし

たノウハウは，その後も継続的にアルゴリズム

の修正，改善を実施していく際には重要な役割

を果たすことになる．

　この点に関して，本稿のデータの対象期間で

もある1990年代後半は，インターネットの普

及による新たなITの展開が見られた時期であ

った．日本でも線状加熱に見られるような現場

でのIT活用は，かなり以前から積極的に取り

組まれてきており，具体的にはCAD，　CAM，

POSというかたちで導入されてきた．これら

は各々，開発，生産，販売の各現場のコスト削

減に役立てられてきたのである．その一方で，

1980年代に見られたMIS（Management　Infor・

mation　System）やSIS（Strategic　Inforlnation

System）といった大規模なIT投資は，各現場

での情報を一元的に管理しようとしたものであ

るが，必ずしも成功してきたわけではなかった．

1990年代後半のインターネットやパッケージ

ソフトの普及は，こうした現場情報の統合をよ

り低コストで行うことを可能にし，具体的には

ERP（Enterprise　Resource　Planning）やSCM

（Supply　Chain　Management）というかたちで

各企業に浸透していった，

　しかしながら，ERPやSCMは各社がこの時

期に一斉に取り組み始めたこともあり，これら

のIT投資自体が即，業績向上に直結したわけ

ではない．またERPやSCMについては，各

現場での情報やノウハウが重要であるばかりで

はなく，システム全体としての設計思想や技術

が問われることになる．ここではITを現場で

使いこなす人材以上に，IT労働力が重要な役

割を果たすことになる．

　それに加えて，1990年代後半に登場した

CRM（Customer　Relationship　Management）

やWeb上でのオンライン販売は，従来のコス

ト削減を目的としたものではなく，新しい顧客

価値を提供しようとする試みである．つまり，

インターネットによって顧客に新しい財やサー

ビス，あるいは利便性を提供することで付加価

値を高めようとする取り組みである．こうした

取り組みは，従来の労働力のもつ熟練やノウハ

ウを活用するというよりも，新しい視点からの

システム設計能力が求められる．そこではIT

労働力のもつ能力がその経済的効果を大きく左

右するものと考えられる．

　このようなことから，本稿で取り上げたIT

労働力は，1990年代後半では特にその重要性が

高技能労働者以上に高まってきたものと考えら

れる．しかしながら，日本ではシステムエンジ

ニアの絶対数はまだまだ不足しており，その能

力も米国と比較すると必ずしも高い水準にある

とは言えないのではないだろうか．こうした

IT労働力の有無は，即，付加価値の大きさに反

映されているわけではないが，労働生産性向上

には貢献している．IT労働力は大企業に偏在

しているのではなく，一部の中小規模の企業で

も積極的に活用されているものと考えられる．

そうした企業の労働生産性成長率は比較的高く
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なっているものと考えられるのである．

4．2．4　通信の影響と役割

　IT資本サービスのなかでも通信については

IT労働力と比較的類似した結果が得られた．

その限界生産性は有意ではなかったが，労働生

産性の成長率にはプラスの影響を及ぼしている

ことが確認された．これは，基本的にはIT労

働力と同様の解釈が可能であろう．ただし，そ

の限界生産性はマイナスで有意になっているわ

けではないので，通信サービスを多く活用して

いるのが中小規模の企業であるというわけでは

ない．しかし，それは労働生産性の成長率に貢

献しているのである．

　この点については，上述のインターネット普

及による新たなITの展開が大きく影響してい

るものと考えられる．こうした流れをうまく活

用している企業の成長率は高くなっているので

ある．したがって，IT投資の経済的効果を評

価する場合，ハードウェアやソフトウェアのみ

に着目するのではなく，通信サービスも決して

見落としてはならないのである．

5．おわりに

　このように本稿の実証分析から分かるのは，

IT投資の経済的効果はいまだ確認できないと

いうことである．IT労働力に関しては，その限

界生産性はマイナスであるものの，労働生産性

の成長率にはプラスの影響を及ぼしていること

が確認された．これは，中小規模の企業にも比較

的IT労働力が活用され’ており，それらの企業

の労働生産性成長率が高いということを意味し

ているものと推測された．1990年代後半にお

いては，こうした企業がIT労働力を活用する

ことで成長を牽引したとも考えられるのである．

　一時期，ブームとなったIT革命は生産関数

上で検出されるほどの高い経済的効果をもたら

したわけではない．しかし，IT革命の真の成

果はこれから徐々に顕在化していくことが強く

期待されるのである．

　　（投稿受付2002年7月1日・最：終決定2003年
　　7月9日，神戸大学大学院経営学研究科）
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お，本稿に記された意見やそこに含まれている間違い
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　1）　この現象は，Solow（1987）によって「コンピュ

ータは日常のいたる所に氾濫している．ただし生産性

の統計数値を除いて」（we　see　the　computers　every－

where　but　in　the　productivity　statistiごs）と簡潔に要

約されている．

　2）Oliner　and　Sichel（2000）では，アウトプット成

長率へのコンピュータ・ハードウェアの貢献度は0．63

％と報告されている．Jorgenson　and　Stiroh（2000）

では，この値は0．49％である．

　3）　Miyagawa砿α」（2002）では，　IT資本深化の寄

与をlntra・sectoral　capital　deepening，　Efficiency

effects　of　capital　deepeningに分けて算出されてい

る，ここでは，この両者を合計したIT資本深化の寄
与度を報告している．

　4）　ここで期間が限定されているのは，1995年以前

のデータでは，調査対象企業が各年調査で対応してお

らず，パネルデータを構成することができないからで

ある．1996年以降であれば，同一の企業を1999年ま

で追跡することが可能になっている．

　5）　この関係式については，たとえば，Christensen

and　Jorgenson（1970）を参照せよ．

　6）　以下の実証分析では，7としては各年における

10年物長期国債の平均利回りを使用し，IT資本の償
却率については，Lau　and　Tokutsu（1992）にしたがい

μ＝0．2を採用した．

　7）ただし，平成13年4月1日以降は，パソコン
（サーバー用除く）は4年，その他は5年に変更されて

いる．なお，この二重計算を避けるための措置は初年

のみならず毎年実施している．

　8）超過リターンの算出方法は，Lichtenberg
（1995）を参照のこと．IT資本については一〇．015，　IT

労働力については一〇．466の超過リターンの値が算出

された．前者については有意性は認められなかったが，

後者は1％基準で有意であった．

　9）　ここではAR1のパネル推計も試みたが，結果

はiidを仮定したパネル推計とほとんど同じであった．

成長会計モデルでは，一階の階差を取っているため，

AR1の影響はある程度まで回避されていると考えら

れる．このような結果から，表4ではAR1の推計結
果は省略している．

　10）　ただし，後述するように，IT資本と一般資本，

生産労働，非生産労働との間の代替関係を実証した研

究としては，Nishimura砿α1（2001）カ§ある．そこで

は，トランス・ログ型可変費用関数をベースとして要

素代替性の検討が試みられている．

　11）　ここでいう中小規模とはあくまでも相対的な
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ものであり，中小企業基本法で定義された中小企業に

該当するものではない．

　12）　この点に関し，ここで指摘した先行研究にお

いては，IT労働力についても識別されていない．
Nishimura紘α1（2001）では，生産．労働と非生産労働

という分け方になっている．櫻井（2000）では，コンピ

ュー ^導入と技術者雇用の相関関係においては，「専

門的・技術的職業従事者」という変数が用いられてい

るが，コンピュータ投資と賃金シェアとの関係に関す

る実証部分では，非生産労働者の賃金シェアの変化が

使用されている．
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